
立一政法人日一生

独立行政法人日本学生支援機日本語教育センターは、東京及び大阪に日本語教育センターを設置し、
裁が国の大学、大学院、高等専門学校等の高等教育機関に進学する外国人学生に対し、日本語及び等
教育を受けるために必要な基礎教科の教育を行うととも1こ、教材の開発、日本文化・日本事等の理解を促進
させる事業を実施することにより、国際親善の増進に寄与することを目的としている

0沿革

東京日本語教育センター
昭和 10年12月

昭和"年2月

昭和 15年12月

昭和 17年"月

昭和18年1月

昭和20年8月

昭和54年4月

平成16年4月

大阪日本語教育センター

昭和31年6月

昭和31年9月

昭和42年10月

昭和45年4月

昭和54年4月

平成16年4月

日

運営費交付金の内、日本語教育センターに係る分
平成27年度概算要求額266百万円

(平成26年度予額267百万円)

言五 センターについて

外務省の外郭団体として創設(旧法人名:国際学友会)
日本語教室を開設
財団法人国際学友会として設立の許可(内閣報局所管)
内閣報局及び大東亜省の共管となる
国際学友会日本語学校設置

所管を外務省に移管

所管を文部省(当時)に移管

(独)日本学生支援機構東京日本語教育センターとして設立

「展市、刀

0 所在地

0 コース別修業年限・入学定員

修業年限

外務大臣から財団法人関西国際学友会として設立の認可
関西国際学友会館を開館

日本語教室を開設

関西国際学友会日本語学校設置

所管を文部省(当時)1こ移管

(独)日本学生支援機構大阪日本語教育センターとして設立

東京日本語教育センター

大阪日本語教育センター

1年コース

1年半コース

〒169-0074 東京都新宿区北新宿 3・22・フ

〒543.0001 大阪府大阪市天王寺区上本町8-3-13

1年

0 課程・教科

地域

東京

1年半

課程

進学課程

大学院等

進学課程

進学課程

進学課程

大学院等

進学課程

進学課程

大阪

課程

理科系

進学課程

東京

入学定員

120 名

60名

155 名

60名

40名

105 名

540 名

大阪

大学院等進学課程

計

対諒学生

大学等において自然科学系学科を

専攻しようとする者

大学等において人文・社会科学系

学科を専攻しようとする者

大学院等に進もうとする者

文科系

4月入学

翌年3月修了

備考

10月入学

翌々年3月修了

教科

日本語、日本事情、数学、物
理、化学、生物、報、英語

日本語、日本事、数学、地

理歴史・公民、英語

日本語、日本事情、専門日本

言吾、^言吾
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昭和29年度 1設。今日まで世界約160か国・地域から合計約95,000人を超える留学生を受け入れ。

1.国費外国人留学生の種類一7つのプログラムで構成一

0大学院レベル

生(昭和29年度 1設、国留学生の約8寄D,.

学部卒梨以上で、日本の大学院において教畜・研究指導を受ける者を対欽。
渡日後6か月問の日本語予備教育を受講(相当の日本語能力を有する者、大学が予備教育の必要を認めない者は不要
後、大学院研究生又は正規課程において門教育を受ける。
留学期問は原則2年以内又は大学院正規課程の準修業年限以内。

(2).教研修留学生昭和弱年度創設)

X

国外国人留学生制度について

海外の初等中等教育機関の現職教等を対象。日本の教員養成系大学で研修を実施。
渡日後6か月間の日本語予教育を受し、その後、大学が提供する1年間の研修プログラムにより教育指導を受ける。
留学期問は予備教育を含めて1年6か月。

{3}.ヤング・リーダーズ・プログラム(YLP)留学生(平成13年度創設)

アジア諸国等の将来のインターナショナル・リーダーとして活躍が期待される若手の行政官等を招へい。日本に対する
理解を深めることを通じて、世界各国の行政指者等の人的・知的ネットワークを 1り、栽が国を含む諸外国の友好関係
の構築、政策立案機能の向上に寄与することが目的。専門分野は行政、地方行政、医療行政、ビジネス、法律の5コース。
すべて英語によるプログラム.受入大学より「修士」を授与。留学期問1年間。

「δ奉都^
(4).学部留学生(昭和29年度創設)

大学学部4年伽K医歯獣薬は6年)に学ぷ留学生。進学前に日本において1年間の白本語を中心とした予備教育を
受講後、大学学都に進学する。留学期間は予備教育を含め原興15年(医歯獣薬は7年)

学生(昭和54年度創設)5旧・日文化

自国の大学において、日本語、日本文化に関する分野を選考する学部学生を対録。
大学が提供する1年問の研修プログラムに従って教畜指を受ける。留学期問は1年問。

(6).高等門学校留学生紹和57年度創設)

各国における中堅技術者の育成に協力することを目的とし、高等専門学校において教育指導を行う。
1年間の日本語を中心とした予教育を受後、等専門学校の3年次に編入学留学期間は原則4年間。

(フ).専修学校留学生紹和57年度創設)

生活に密した技能や専門的技術を習得するため、修学校において教育指を行う。
1年問の日本語を中心とした予佛數育を受講後、専修学校の専門課程において2年間の教育指を受ける。
留学期間は原則3年問。

2.選考方法の種類
0海外から採用する場合

1 集対叡国の在外日本大使館等を通じて募集する

②我が国の受入れ大学が大学問交流協定等により募集する大学推薦
③その他(YLPにおける海外の公的推薦機関からの推薦、日韓理工系(学部)における相手国機閏との

共同選考によるもの)

0在日の私費留学生の中から国費外国人留学生に採用する国内援用

海外からの採用
国内採用

大使館推薦大学推繭その他

0研究留学生

大 教員研修留学生 X
゛.、

ヤンゲ・リーダーズ・プログラム(YLP)留院 XX

学生

学学部留学生 X

部日本語旧本文化研修留学生 0 X

高等専門学校留学生

修学校留学生

(0印は、募集・選考を実施しているもの.Xは募集,選考を実施Lていないもの。)
(学部留学生の△は、日韓共同理工系学都学生事に限り相手国機関と日本政府とで共同選考しているもの。

0(終年次)

X

0(正規課程)

X

X
 
X

X
 
X

0
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X
 
X

0
0

X
 
X

0
0
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区分

時期

3.大使館推薦による募集・選考の過程

渡日前

翌2月
10月5~7月3月

(~7月)

記試験(大使館推)

受験対象者

全ての応募者

文科系志願者

理科系志願者

理科系志願者のうち,専攻に聞連の
2科目を選択

過程

推薦
ーーーーー^

上記は、研空留学生,学部留学生、高等卑門学柱留学生、専修学校留学生の例(時期()は10月渡日の場合

在外公館による一次選考の概要

1.選考委員会の設置

在外公館関係者、学識経験者等により構成、一次選考(類、筆記及び面接)の実施

2.1次選考の実施
(1)書類選考
.応資格、最終出身大学(学校)等の学業成績、研究計回の適正性の確認及び卒業大学等からの推状等の精査

(2)筆記試験
・各プログラム毎の記試験の実施、採点

(3)面接試験
・志望動機、学習意志、協胸性等の直接面接による人物考査

国費外国人留学生の第1次選考

目度

・^・^・

大文
学部

^等科一^
と学
受省
入
れ
協
譜

翌3月

(9月)

翌4月

(10月)

在 日 中

A文系
数学

B理系
学部留学生

物理

化学理科

生物

日本語※1
全ての応募者研究留学生

語英

日本語
全ての応募者教員研修留学生

英 語

日本語 全ての応募者日本語・日本文化研修留学生

日本語

英 語 全ての応募者専修学校留学生

数 学

日本語
全ての応募者

語英

数 学高等専門学校留学生

理専攻に関連のあるどちらか1科目を選択物

学化

※1.日本語試験は、あくまでも日本語でのコミュニケーション能力を破認するためのものであり、日本語能力不足の応募者には英語が一定の基準を滴たせば足りる
ものとしている.
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4.各プログラムの待'等

区

創設年度

分

レ ベ

研空留学生

年齢制限

(採用時)

ル

昭和29年度

格 大学(学郁)卒業
以上の者

教員研修留学生

期

大学院レベル

昭和55年度

日本語〒備教

問

大学(学郁)卒業
以上狸度の者

日本語教育を含
め2年以内

学部留学生

35歳宋満

専門教

昭和29年度

半年(北海道大学評54大学)

日本語能力の十分な者は直接入学

集対象国・
域地

臼本語旧本文
化研修留学生

高等学校卒票程
度の者

日本語教育を含
め1年6か月以内

奨

大学院で専門分教員養成学郁で
特別研修野を専攻

開発途上国等世界各国

(1舶か国・地城)(64か国)

月額,k正規生1430叩円、修士課程
144,000円、博土課程145.000円

昭和54年度

学

授業料

渡航旅費等

※大学推繭により揮用された老の授業料は、大学負担となる

17歳以上

22歳未満

高等専門学校
学生

大学(学部)に在
学中の者

金

日本語教育を含
め5年(医・歯,

・藁{6年制1は7
年)

1年{東京外国語
大学、大阪大学)

学部レベル

昭和57年度

18歳以上

30燃素満

5.採用績等
(1)プログラム別国費外国人留学生数

(平成25年5月1日現在)

高等学粧卒集程
度の者

修学校雷学生

(平成26年度予算)

学部教客

昭和57年度

1学年聞

17歳以上

22慮未滴

聞発途上国等

000か国・地域)

ヤング・リーダー
ズ・プログラム
(YLP)冒学生

平成13年度

高等学校卒集程
度の者

日本語教育を含
め4年(商船学4
年6か月)

(地娘により月額2,000円又は3.0伽円の加島り)

国立大学法人及び高橿構は不徴収、公私立は文部科学省負担※

往復渡航運賃航空券支給

研究留学生

教員研修留学生

ヤング・リーダーズ・プログラム
(YLP)留学生

学部留学生

日本諾・日本文化研修留学生

高等専門学校密学生

専修学校留学生

合計

日本語又は日本高専3年次に編
事情の特別研修入学

開発途上国等世界各国

(74か国・地堺)(40か国・地域)

月額T17.000円

プログラム

17歳以上

22謹未酒

1年UASS0東京
日本語教宵セン
ター)

大学院レペル

大学(学都)卒業
以上の者

行政、地方行政、
医療行政、法律
は原則40歳宋満
ビジネスは頂則35
歳朱満

日本語教育を含
め3年

1年(文化外国語
門学校、

JASS0大叛日本
語教育センター)

専修学校専門課
程教育

開発途上国等

(49かm・地堆)

留学生數(") 中国

韓国6.596(フフ.396)

インドネシア
138(1.6")

タイ

69(0.8今6)
ベトナム

J{ンヴラデシュ864(10.196)

モンゴル
458(5.4M)

インド
239(2.8,6)

フィリピン
165(1.9%)

ブラジル

8、 529(100%) その他

合計

人学生数(平成25 5月1日現在)
国内標用大学推前大使館推繭

4713.503 2,622

00138

36 13619

309 149

239

165

1年

484

(3)プログラム別選考方法別外
プログラム

(2)出身国別国費外国人留学生数
(平成25年5月1白現在)

留学生數(舳)国・地域名

1,364(16,0,6)

799( 9,4,6)

630(フ,496)

591( 6.996)

506( 5.9")

331( 3.99●)

254( 3.096)

199( 2.396)

199( 2.3,6)

171 ( 2.0亨6)

3.485 (40.996)

8.529(100,6)

なし

69

196

265

大学院修士課程

研究留学生

教員研修留学生

学部留学生

日本稲・日本文化研修留学生

高等専門学校留学生

専修学校留学生

ヤングリーダーズプログラム

日韓共同理工系学都留学生

合計 4,973

聞発途上国等

(27か国)

その他の方法

2,807

合計

6,596

138

668

458

239

165

69

196

8,529

月額242.000円

0
0
0
0
0
0

0
0
0
0
0

0
0
0
0

0
 
0



(4)分野国費外国人留学生数

専攻分野名

人文科学

社会科学

理学

工学

農学

保健

家政

教

芙術

その他

計

人数

1,308

1.1 15

463

2.960

646

702

26

352

113

844

8,529

(平成25年5月1日現在)

大使並推藁

621

546

167

943

295

325

6

82

88

430

うち研弐留学生

大学推煎

91

之IB

210

1205

31 1

292

2

33

5

255

2,622

国内標用

46

87

34

127

30

58

2

19

67

471

(5)プログラム別選考方法別国費留学生採用者数

(平成25年度実績)

(6)国費外国人留学生数推移(各年5月1日現在)

平成23年平成詑年年度 平成21年

10349 9396学生数 10168

計

758

851

411

2275

636

675

10

134

餌

752

6.596

研究学生

中国赴日留学生(研
究)

撒員研修留学生

学郁雷学生

日本語B本文化研修
留学生

高等享門学柱曽学生

専修学校冒学生

ヤングリーダーズプロ
グフム

日韓共問理工系学部
留学生

合計3.503

0

大侵蚊椎鼠

761

大季椎蔦

903

545

0

0

国内擇用

221

0

369

0

3.157

モの他

79

0

平成24年

176

0

221

合計

1.8B5

"0

0

8588

500

0

79

1.568

"0

平成25年

0

239

50

0

8529

0

1.129

0
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1 事業発足の経緯

(1) 1 998年(平成 1 0年) 1 0月に、日韓両国首脳(小渕首相、金大中
大統領(当時))により発表された日韓共同宣言「21世紀に向けた新た
な日韓パートナーシップ」及び同附属において政府間の留学生や青少年
の交流プログラムの充実を提言

2) 2000年(平成12年) 3月に、当時の中曽根文部大臣が戦後初めて
文部大臣として韓国を訪問し、文(ムン)韓国教育部長官と会談を行い、
日韓共同宣言に基づく新たな留学生事業として、日本の大学の理工系学部
に韓国人留学生1.000名を受け入れることを表明。(100名で受け
入れを開始し、 201 0年度(平成22年度)を目途に 10年間合計で 1,
000名)

3) 2008年(平成20年) 12月、日韓首脳会談(麻生首相、李明博大
統領)において、第1次事業に引き続き第2次事業の実施について合意が
なされ、翌2009年(平成2 1年)に平成22年から平成3 1年までの
10年間で、 1,000名受入れることを目標とした第2次事業が開始さ
れた。

日韓共同理工系学部留学生事業の概要

2 事業概要

(1)韓国における先端技術の更なる高度化の促進を図るため、前途有為な学
生(高等学校卒業者)を我が国の大学の理工系学部(4年制)に受入れ。

(2)学部入学前に、日本留学に必要な予備教育(日本語及び専門科目の実施)
を、前半期(6か月間)を韓国内で、後半期(6か月間)を日本の受入れ
大学の留学生センターで実施。

3)選考は、韓国側が募集した上位750名について日本側が筆記試験を実
施し、成績上位者については、両国の学識経験者による面接を経て、最終
合格者約100名を決定。

(4)受入れ大学は、合格者の希望分野等を勘案し、文部科学省が決定。
(東京大学、京都大学、名古屋大学など、理工系学部ならぴに留学生セン
ターを有する39国立大学(2013年4月現在))

(5)本事業に必要な経費は、原則として日本及び韓国相互による折半。

3 試験から学部教育までの流れ・各年度の採用人数

1 8月~11月文部科学省による選抜試験/各大学へ配置
② 3月~ 8月前半期予備教育(韓国)

渡日/ 10月~3月後半期予備教育③ 10月
(各配置大学の留学生センター)

4 4月学部教育開始



中国赴日本国留学生について

) 19 7 8年("召和 5 3午) 7月、.中国政府は、伺国の近代化の一環として、自国の経費
負担により、我が国等への留学生の派遮を行う意向を発表した。文部省(当"剖は、これ
に積極的に応えることとし、 1979年("召和54年)より中同政府からの派遺希望のあ
0た留学生の予備教育及び大学配低等に協力を行ってきた

)その後、旧本国文部科学人距と中華人民共和国教育部長との日中教育交流に関tる会談
に基づき本事業を爽施することとしており、最近では20 12年(平成24年) 5刃ι、日
本で行われた平野文部科学大臣と衰貴仁教育部長との会談で、「日中教育交流5力年計1薗
(20 12年~ 20 16年)」について合意し、これに基づき本亊業を実施している

予備教育にっいては、吉林省長春市の東北師範大学内中国赴日本国留学生予備学校にお
いて、 10ケ月問の基礎的な日本語をはじめとする日本留学に必要な日本。吾予備教吉を行
うている

(り派遺される留学生は、当初は学部留学生及び進修生(大学院研究牛)であったが、中国
側の要需により徐々に在学段階が引き上げられ、 2007年(平成19午)からは進学博
士(修士課程修了者)を日本の大学院で受け入れている

Ⅱ日生予,_
中国政府は日本への留学生派遺方針1 基づき、 1979年に吉林省長赤市の東北師範火

学内に赴日留学生予備学校を設価した。予備学校の設匙自体は大学から独立した中国教育
部直轄の機関である。

中国政府が委託した東牝師範大学の教員が教育指導をhつており、施設は東北師範大学
の浄月校区(200 1作 11月に移転)にある

⑦予教実施体制
2007年より、進学博上(博上課程進学者)を対象として、 10ケ月問の予備教育を

以下のとおり実施している
予備期・・・中国人教員による基礎日本語教育(10月開始)
前翔・・・日本側派避の日本人教員と小国人教員による基礎日本語教育
妾期一旧本仰1派造の日本人教員による専円日本語教育(8月末終了)

③学生数
進学博士(博上課程進学者) 110名

(4日本側教の派遣
前期から派遺する東京外国語大学の教員(団長ほか2名)と日本学生支援機構臼本語教

育センターの教員(3名)は、基礎日本語を担当する。
後期から派遣する東京T業大学等の教員(11名)は、専円日本語(専円分野で感、要な

日本語)を担当する。

(参考)中国赴日留学生の実績推移(過去10隼)(単位人)

制度開始年度 1115 H16 1117 1118 1119 Ⅱ20 H21 H22 H23 H24 H25
からの累計

1,62446 47 110 107 102 102 107 106 108進学 48

0 54400 0 0修了 57 63 0 050

博士
2,168108106102 103 107103合号十 98 110 107HO
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一
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ω昭和56年11月、

(Look East policy)

昭和58年度から予

マレーシア政府派'留学生に対する予教概要

(2)学部留学生については、マレーシア国内の中等教育

を修了したマレーハ生が現地で2 仏の

ムがの大一、 1 次に入。

マレーシア政、よりマハテール政の下で白された方政

に基づき、日本政府に対してマレーシアの人材養成への協力要請あし

の平のための現地員派遣に協力。

(3)高等専門学校留学生については、現地での2年問の予備教育後、文部科学省試験に合格し

た学生を我が国の高専3年次へ受入れ。

、

(4)予備教育にっいては、学部留学生がマラヤ大学予備教育部日本留学特別コース、高等専門

学校留学生がマラエ科大学国際教育センター高専予備教育コースで実施。また、平成16年

度(平成18年4月渡日)以降、帝京マレーシア日本語学院においても学部留学生の予備教

育を一部受入れ、マラヤ大学と同様に日本留学に際して配置協議等の便宜を図ることとして

いる。

(参考)マレーシア政府派遣留学生の実績推移(過去10年)(単位:人)

(学部)

30期 3127 2925 2622 23 24

渡日年度 17 18 19 24 26252120 22

172 182 154 168 165 130 158 123 126 109密学生数

予備教員(年度) 15/16 16/17 17/18 18/19 19/20 20/21 21/22 22/23 23/24 24/25

181720 20 20 18 17191919派遣教員数

(修業年数は初等教育を含め1

の基5受け、日

(高専)

期 24 25 272622

渡日年度 17 2220 2119

7276 74留学生数 79 7161

※平成11年度のプログラム中断後は教員を派遣していない

31

制度開始

からの累計

3,733

28

1年)

たした

39

23

29

26

71

24

制度開始

からの累計

1.853

30

58 91

25

3
 
8

2
 
1

記
部
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多様化する社会と学生の二ーズに応えるべく、各大学において、それぞれの教育理念に基づいて機能別分化を図り、個性化・特色化を巡めなが
ら數育研究活動を展開していくことが重要.
質の高い教青を提供してぃくためには、個々の大学の取組だけでは限界があるため、他大学との連携を強化し、各大学の有する人的・物的資源

の共同利用等の有効活用を推進することにより、大学數育全体として多様かっ高度な蝕官を展開していくことが必要不可欠.
大学の教育関連施設の共同利用の促進を図るための制度を創設し(r教育関係共伺利用拠点」.21年9月より施行*)、大学間連携を
園る取組を一層推進.

*「学校教育法施行規則(第143条の2)」、「教育関係共同利用拠点の認定等に関する規程」
(学術研究分野については、平成20年に「共同利用・共伺研究拠点」を既に制塵化)

教育関係共同利用拠点制度について

大学における教青に係る施股で、当該施股が火学教畜の充実に特に資するものにっいて、火学から申請を受けた後、審査の上で、文剖科学大
が

大学は朗定を受けた施設を他の大学の利用に供tることができる.

申請①②認定

B大学文部科学大臣

【認定】
0学生に対tる教官、学生の修学等の支援、數青内容及び方法の改善等に係る機能を有する施設で、大学教青の充実に特にすると認

められるものであること

0共同利用実施に関,る重要事項について審磁する委員会を置くこと
0利用する火学を広く募集ナるものであること
0相当数の大学の利用が見込まれること

など0共同利用拠点に関する情報提供を広く行うものであること 0典同利用に必要な設備・資料等を備えていること

A大学

^^^^^^■^■^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^■^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

倉目

教育関連施設

③共同利用

目目

拠点類型

,練習船・農場
・留学生関連施設

営委員会

留学生

日本語教育
センター

認定時期

H22.4-H273

H27.4-H313

H24.フ-H293

大学名

筑波大学

東京外国語大学

大阪大学

共同利用実施に関する重要事項〕について審議

・演習林
・FD・SDセンターなど

C大学

^

'

施設名

留学生センター

認定拠点一

留学生日本語教育センター

日本語日本文化教育センター日本語・日本文化教育研修共同利用拠点

日本語旧本事情遠傷教育拠点

日本語教育・教材開発・実践教育研修・共同利用拠点

H23.4-H283

拠点名

0

●
局、

,



目的・目標
0日本語のeラーニング教村聞発、1CT技術に基づくシステム開発を行い、インターネットを通して日本語教機関に広く提供することにより、
日本語・日本情教育を発展させる。

0日本語及び日本事情学習用のコンテンツを積し、日本語教機関が共同利用できる体制を作り、日本語教の効率化を図る。
0コンテンッ開発のノウハウを蓄積し、セミナーを通して報の拡散と日本語教育の盤形成に献する。

筑波大学留学生センター日本語・日本専情

事業内容 凹"訂旺向""宛0益0 6"克n巨島廿碁

で明m此偶智力"産J'ス

■コンテンツ作成
コンデンツ作成.システム鬨発体制整借
初級学晋老用の日本語教材として、動回、アニメーション、静止画などの祖聴教材と文字を組み合わせた新しい学雪コンテンツを開発L.共同利用を推進する.
視聴覚教村のためのコンテンツ作成および配システムを自前でできる体制を整備する

コンテンツ集積
筑波大学独自のコンテンッに加え、他教育椴関聞発の有効活用されていないコンテンツを発飽L、共同利用のための教育サーピスとして提供する

■システム開発
ユビキタスな利用環境の欄鰻

料で配できる大規槙サーバー廼填を構築することで、ユビキタスな利用環境を整
渡日前対応
渡日前にネット上で日本語能力を測るシステムを提供し、選考の際の参考資料とする
渡白前に日本1奇日本事教育の充実を図る

J{川芥に"」耳0」口U

,"墾踵シユ,ムの闘丸

共伺利用逓用

人材育成
人材成
コンテンツ作成・システム開発のノウハウを聞示するとともに、ワークショップを開催し、ノウハウの共有を通して、人材養成に貢献する

啓蒙活動
潜在的な利用者に対L、本事桑の内容・意義についての報提供を行い、共問利用拠点の活用を促す

イク

コ""に丈捻こ6ι

1

上妃悶口"墾き"川した
"巨カリキユ51.の企■・声■

大阪大学日本語日本文化教育センター日本語

拠点

目的・目

日本語日本文化教育センター開設授業及び海外教育皐情に闇する情報蓄積を国内諸大学に広く開放し、近年の海外における日本語教育環境の変
化により早急な整備が必要とされる日本語既習者教育について、その充実を相互の連をもとに実現するとともに、日本語教員の要請・りカレント教育
のために不可欠な教育実習や授研究の機会を積極的に提供することで、致が国における日本語旧本文化教育の質的向上と発厩を支援する。

^^

事業内容
閣日本語連携教育事集

半期100コマを越える選択剥目・選択必修科目及びモれに付随する実地研修を他大学在籍留学生に開放する

日本語日本文化教宥センター開設授宴

擾電見学

抽向宴n

する.

孝劃智羊生子憾龍口
ブロヴらム

11中,■"訂口n町U重

■教実習指導事禦
教育実晋の場の確保が難しい他大学や日本語教青学専攻の学部生及び大学院生

(留学生を含む)に対して、本センターの樫業を開放し、授禦見学及び敏育実践の機金
を提供する.

^^

Π盲雨郡扇^授噴見学

rr滞る石扇FI敦官*吸

白捌生ブログう1.

^

共輯緬貢桟軍

壷京側皿口武字

句字生日キn軸負セン,ー

.......■.゛

實哲梱場

共同利用拠点

設期留学プログ5ι.

^

マ,n{通1囲}

国内諸大学

■教員共同研修事業
他大学の日本語教を一定期問受入れ、日日センター教員と共伺で授禦研究を行

う他、教宵実習の場合問じく、本センターの授業を聞放し、授業見学及び教実践の機
会を提供する.
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・目

国を越えて日本語を学ぷ留学生や、日本の大学に進学する留学生に対する臼本語教の充実と椎進を図る。そのために、日本語教関連りソー
スの有効活用と人的交流を促進し、教育プログラムと教材の閲発及び教研修等を通して大学のネツトワーク化を強化L、共同利用拠点としての体制
を構築する。

実践敦口研修日本語教育迎携事業内客
■日本語敦育連携事業

留学生日本語教センターにおいて、多様な文化背や日本語力を有Lた国内諸大
学の留学生を対象に、①初級レベルから超級レベルまでの幅広い日本語科目、②日本

「全学日本店プログラム」の姑充
語・日本文化を中心とした専門科目の学びの場を樫供する

、多尋享哩劃内白を有写る「全字日本仙プログラム」「全字日キ諸プ0ヴラム」及σ日本蘭・日本又化

■実蝕教育研修事業 の霞司現写を、授臭見学や敦育實目の皿として専門11口を国内誌大学の個字生に捉供
国内蛎大学に撹供授桑見学や教育実習の場の確保が難しい国内諸大学のB本籠教育卑攻の学部生及 大学悶遷揖を喜効に,る0ポトフォリオ入

び大学院生を対象に、①授業見学、②インターンシップ、③教育実習の場を提供する.
"゛

■敬材開発事業 i

全学日本語プログラムを対叡とした初級から上級までの教村を開発し、乢0日本語スタ '

ンダーズ・C."・d0項自と対ヰさせることにより、教樋間を越えた教育内容の接続(アーテ 栄京外国肪大学
イキュレーション)を図る.

留学生日本語教セ'タまた、国内諸大学の留学生への授集提供.国内諸大学の学生への日本語教育実習の
提供を野に入れ、教室授粂を保管するシステムとして,6ラーニング゛PLANG及び0ポート

国内諸大学による共同利用フォリオを導入する.

東京外国語大学留学生日本語教センター
日本語教・教材開発・実践教育研修共同利用拠点
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